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医療介護総合確保推進法 

正式には 

 

「地域における医療及び介護の総合的な確保を推 

進するための関係法律等の整備等に関する法律」 

 

         平成26年6月18日成立 25日施行 

 

関連19法からなる一括法改正 

 







第６次医療法改正のポイント 

•病床機能報告制度の創設 
• 病棟ごとに４機能の報告 

•地域医療ビジョンの策定 
• 医療圏ごとの４機能に応じた必要量の提示 

• 協議の場の設定 

•都道府県の権限強化 

•医療計画を６カ年計画 
• 医療計画と介護保険事業計画との一体化を図る 

•新たな財政支援制度(基金） 
 



 



 



基金制度 

•基金の補助対象事業 
• 都道府県が新たに策定する地域医療ビジョンを達成す
るための医療機関の施設・設備整備事業 

• 在宅医療を推進するための事業 

• 介護サービスの施設・設備整備を推進するための事業 

• 医師、看護職、介護職を確保するための事業 

• 医療・介護従事者の勤務環境改善のための事業 

 

 

 







 







基 金 の Key Words 

•官民公平 

   地域医療再生基金の反省 

       

•隅々まで 

   消費税を充てるので国内全体に 



官民配分割合 

 2009～2010年度分の地域医療再生基金のうち、公立・公的に配分された割合は全国平均で73.9%であっ

た。逆に、民間への配分は26.1%であった。 

 



官民配分割合 

 病院数に占める公立・公的病院の割合は全国平均では17.8%であり、必ずしも公立・公的病院が多い県で

地域医療再生基金の公立・公的配分割合が高いわけではない。 

 





平成26年度 地域医療介護総合確保基金 内示額一覧（内示額：基金規模の2/3） 

都道府県 基金規模 内示額 
（国費） 

北海道 37.3億円 24.9億円 

青森 8.6億円 5.8億円 

岩手 10.2億円 6.8億円 

宮城 15.1億円 10.1億円 

秋田 10.7億円 7.1億円 

山形 10.8億円 7.2億円 

福島 15.6億円 10.4億円 

茨城 20.7億円 13.8億円 

栃木 14.5億円 9.7億円 

群馬 17.0億円 11.3億円 

埼玉 36.5億円 24.3億円 

千葉 34.6億円 23.1億円 

東京 77.3億円 51.5億円 

神奈川 38.5億円 25.7億円 

新潟 18.1億円 12.1億円 

富山 9.5億円 6.3億円 

都道府県 基金規模 内示額 
（国費） 

石川 8.1億円 5.4億円 

福井 8.4億円 5.6億円 

山梨 10.6億円 7.1億円 

長野 15.3億円 10.2億円 

岐阜 20.9億円 13.9億円 

静岡 31.7億円 21.1億円 

愛知 32.0億円 21.3億円 

三重 16.5億円 11.0億円 

滋賀 14.2億円 9.5億円 

京都 24.7億円 16.5億円 

大阪 49.5億円 33.0億円 

兵庫 39.4億円 26.3億円 

奈良 10.4億円 6.9億円 

和歌山 9.5億円 6.4億円 

鳥取 13.2億円 8.8億円 

島根 18.1億円 12.1億円 

都道府県 基金規模 内示額 
（国費） 

岡山 9.2億円 6.2億円 

広島 26.4億円 17.6億円 

山口 9.1億円 6.0億円 

徳島 17.8億円 11.9億円 

香川 14.9億円 9.9億円 

愛媛 8.4億円 5.6億円 

高知 8.0億円 5.3億円 

福岡 31.3億円 20.9億円 

佐賀 8.0億円 5.3億円 

長崎 8.7億円 5.8億円 

熊本 18.8億円 12.5億円 

大分 9.1億円 6.1億円 

宮崎 8.9億円 5.9億円 

鹿児島 9.9億円 6.6億円 

沖縄 17.7億円 11.8億円 

合計 903.7億円 602.4億円 



≪愛知県≫ 平成26年度計画案（事業規模） 

対象事業 新規事業 
従来の国庫補助事業で 
新基金において 

継続して実施する事業 
計 

1．病床の機能分化・連携の 
 ために必要な事業 

3.7億円 － 3.7億円 

2．在宅医療・介護サービスの 
 充実のために必要な事業 

15.3億円 0.1億円 15.4億円 

3．医療従事者等の確保・養成 
 のための事業 

5.5億円 7.4億円 12.9億円 

計 24.5億円 7.5億円 32.0億円 







            雑誌「病院]73巻12月
号 



•診療報酬----- 

 

「個々の医療機関が自ら考え得る最適医療を、患者 

個別に提供していく」ため 

 

•財政支援制度---- 

 

「全体最適を図るために、都道府県が中長期的な将 

来の地域医療のあるべき姿を地域医療ビジョンを描 

いた上で」－「解決・改善をしていく」ため 

 


